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［ 事 業 報 告 ］

第１ 業務の概要

本県の農業・農村は、担い手の減少や高齢化による遊休農地の増大、過疎化の進行な

ど、生産活動の停滞や地域活力の低下が懸念される中、これらに加え、野生鳥獣による

農作物被害の増加や頻発する自然災害、緊迫した国際情勢による資材価格等の高騰など

が生じており、農業経営の健全な発展が危ぶまれる状況下にあります。

このような中、福島県農業振興公社（以下「公社」という。）は、将来の地域農業を担

う効率的で安定的な経営体の育成に向けて、担い手への農地の集積・集約化が図られる

よう、地域計画の具現化や集落営農組織の支援を図るため、県や市町村、関係団体等と

緊密に連携して農地中間管理事業を推進しました。

また、就農準備・定着から経営発展まで一貫した支援をワンストップ・ワンフロア体

制で行う「福島県農業経営・就農支援センター」（以下「センター」という。）において、

関係機関・団体と一体となって、新規就農希望者の相談対応をはじめとする多様な担い

手の育成・確保に取り組みました。

さらに、震災と原子力災害からの復興に寄与するため、福島特措法に基づく原子力被

災12市町村における農地中間管理事業の推進や米の全量全袋検査等を行う「ふくしまの

恵み安全対策協議会」の事務局業務などに取り組みました。

このほか、公社の健全かつ安定的な経営を確保するため、中期経営計画に基づき、適

正な人員配置や人材育成等による運営体制の強化を図りました。

第２ 事業実績

１ 農地の利用を集積する事業

県の「農地中間管理事業の推進に関する基本方針」における「効率的かつ安定的な

農業経営を営む者が利用する農用地の面積の目標」の達成に向け、農用地等の貸借事

業である農地中間管理事業に取り組むとともに、農用地等の売買を行う農地中間管理

機構特例事業、農作業の受委託を支援する事業等に取り組みました。

なお、農地中間管理事業の実施に当たっては、地域計画の策定に向けた地域の話合

いを通じた農地の集積・集約化の支援、ほ場整備事業地区における計画的な活動、被

災12市町村における営農再開の加速化などを効果的に進めるため、県や市町村を始め

関係機関・団体との連携を密にして、一体的な活動の展開を図りました。

(1) 農地中間管理事業

ア 農地中間管理権の取得、農用地等の貸付

農業の生産性の向上を目指し、農用地等の利用の効率化及び高度化を促進しよ

うとする地域において、農用地等の貸付を希望する者から農地中間管理権を取得

し、地域計画に位置付けられた農業を担う者等に貸付ける事業であり、農地中間

管理権の取得は5,650.9㌶、農用地の貸付は5,649.3㌶の実績となりました。

新規については、農業経営基盤強化促進法（以下「基盤法」という。）による相

対の利用権設定が廃止され、今年度からは原則として農地中間管理事業に一本化

されたことで、前年度実績面積1,969.4㌶対比で233％と大きく増加し、計画対比

で95.6％となりました。

また、更新については、一部、所有者や耕作者の都合で次年度以降の更新・契

約となったことなどから、計画面積1,862.2㌶に対して実績面積1,060.9㌶、計画

対比57.0％となりました。
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［農地中間管理権の取得、農用地等の貸付］ （単位：ha、円、％）

計 画 実 績 対 比
事 業 区 分

面 積(A) 金 額(B) 面 積(C) 金 額(D) (C)/(A) (D)/(B)

農地中間管理権の取得 新規 4,800.0 379,200,000 4,590.0 375,767,480 95.6 99.1
(農用地等の借入)

(1,080.0) (114,480,000) (1,484.4) (83,182,373) (137.4) (72.7)

更新 1,862.2 206,271,000 1,060.9 126,679,433 57.0 61.4

(248.1) (32,090,000) (242.4) (32,141,354) (97.7) (100.2)

6,662.2 585,471,000 5,650.9 502,446,913 84.8 85.8
計

(1,328.1) (146,570,000) (1,726.8) (115,323,727) (130.0) (78.7)

農用地等の貸付 新規 4,800.0 379,200,000 4,588.4 375,710,124 95.6 99.1

(1,080.0) (114,480,000) (1,484.4) (83,182,373) (137.4) (72.7)

更新 1,862.2 206,271,000 1,060.9 126,679,433 57.0 61.4

(248.1) (32,090,000) (242.4) (32,141,354) (97.7) (100.2)

6,662.2 585,471,000 5,649.3 502,389,557 84.8 85.8
計

(1,328.1) (146,570,000) (1,726.8) (115,323,727) (130.0) (78.7)

※( )は被災12市町村の数値で内数

※実績値は、集計方法が異なるため国への報告値とは一致しない。

イ 農作業受委託事業

農用地等の利用の効率化及び高度化を促進しようとする地域において、市町村

が定める地域計画の達成に資するため、農作業の受委託を行いました。

(ｱ) 特定農作業受委託事業

基幹三作業以上、収穫物の販売名義を受託者が有する等の要件を満たす特

定農作業の契約を公社が受託し農業を担う者等に委託する事業であり、29.9

㌶の実績となりました。

［特定農作業受委託事業］ （単位：ha、円、％）

計 画 実 績 対 比
区 分

面 積(A) 金 額(B) 面 積(C) 金 額(D) (C)/(A) (D)/(B)

受 託 事 業 30.5 5,698,000 29.9 5,460,488 98.0 95.8

委 託 事 業 30.5 5,698,000 29.9 5,460,488 98.0 95.8

ウ 利用条件整備事業

農地中間管理権を取得した農用地等について、公社自らが簡易な整備により遊

休農地の解消を行う事業であり、１件（川俣町）、2.9㌶の実績となりました。

［利用条件整備事業］ （単位：ha、円、％）

計 画 実 績 対 比
事 業 区 分

面 積(A) 金 額(B) 面 積(C) 金 額(D) (C)/(A) (D)/(B)

遊休農地解消対策事業 8.0 3,440,000 2.9 1,235,000 36.3 35.9

エ 借受農地管理等事業

農地中間管理権を取得した農用地等について、貸付相手方が確定するまでの間、
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公社自らが保全管理等を行う事業であり、令和６年度に倒産した受け手法人１件

の契約解除農地（中間保有農地）で事業を実施したことから、賃借料は0.7㌶、保

全管理経費は0.6㌶の実績となりました。

［借受農地管理等事業］ （単位：ha、円、％）

計 画 実 績 対 比
事 業 区 分

面 積(A) 金 額(B) 面 積(C) 金 額(D) (C)/(A) (D)/(B)

11.0 1,320,000 0.7 38,728 6.4 2.9賃 借 料
(9.0) (1,080,000) (0.0) (0) (0) (0)

11.0 2,035,000 0.6 571,281 5.5 28.1保 全 管 理 経 費
(9.0) (1,665,000) (0.0) (0) (0) (0)

11.0 3,355,000 0.7 610,009 6.4 18.2合 計
(9.0) (2,745,000) (0.0) (0) (0) (0)

※( )は被災12市町村の数値で内数

※事業区分「保全管理経費」の面積は「賃借料」の面積の内数

(2) 農地中間管理機構の特例事業

農業経営基盤強化促進法の農地中間管理機構特例事業として行う農地売買等事業

で、市町村が定める地域計画の達成に資するため、離農や経営の転換をする農業者､

規模縮小する農業者等の農用地等を買入れ、効率的で安定的な農業経営を目指す認

定農業者等へ売渡しました。

ア 農用地等の買入

(ｱ) 担い手支援タイプ事業

効率的な農作業が展開できる概ね１㌶程度の面的集積を推進するため、規

模縮小農業者等の農用地等を公社が買入れ、認定農業者や意欲と能力のある

経営体に対して売渡す事業であり、団地化要件の運用が厳格化されたことで

要件を満たす案件が減ったため、23.4㌶の実績となりました。

(ｲ) 新一般タイプ事業

担い手支援タイプ事業の要件に満たない農地売買事業であり、担い手支援

タイプ事業の団地化要件の厳格化により当事業分が増加したため、58.3㌶の

実績となりました。

これにより、(ア)担い手支援タイプ事業と(イ)新一般タイプ事業を合わせた農

用地等の買入れの合計は、81.7㌶の実績となりました。

［農用地等の買入］ （単位：ha、円、％）

計 画 実 績 対 比
事 業 区 分

面 積(A) 金 額(B) 面 積(C) 金 額(D) (C)/(A) (D)/(B)

担い手支援タイプ事業 30.0 240,000,000 23.4 84,969,018 78.0 35.4

新一般タイプ事業 32.0 160,000,000 58.3 177,453,289 182.2 110.9

合 計 62.0 400,000,000 81.7 262,422,307 131.8 65.6

イ 農用地等の売渡

(ｱ) 担い手支援タイプ事業

アの(ｱ)で買入れた農用地等の売渡しを行い、23.4㌶の実績となりました。
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(ｲ) 新一般タイプ事業

アの(ｲ)で買入れた農用地等の売渡しを行い、58.3㌶の実績となりました。

これにより(ア)担い手支援タイプ事業と(イ)新一般タイプ事業を合わせた農用

地等の売渡しの合計は、81.7㌶の実績となりました。

［農用地等の売渡］ （単位：ha、円、％）

計 画 実 績 対 比
事 業 区 分

面 積(A) 金 額(B) 面 積(C) 金 額(D) (C)/(A) (D)/(B)

担い手支援タイプ事業 30.0 243,000,000 23.4 86,633,466 78.0 35.7

新一般タイプ事業 32.0 162,000,000 58.3 181,261,731 182.2 111.9

合 計 62.0 405,000,000 81.7 267,895,197 131.8 66.1

２ 農業構造の改善及び農業の振興に資する事業

(1) 新たな農業担い手育成支援事業

農業従事者の高齢化と急激な減少が進む中、将来の地域農業を担う新規就農者の

確保・育成や地域農業を支える新たな集落営農法人の立ち上げ等が必要となること

から、公社が独自の事業実施により支援を行いました。

ア 研修支援事業

新規就農者育成総合対策事業（就農準備資金）により新規就農希望者の研修

を受け入れる研修先農家等に対し、研修支援金を交付しました。

［研修支援事業］ （単位：件、円、％）

計 画 実 績 対 比
区 分

件 数(A) 金 額(B) 件 数(C) 金 額(D) (C)/(A) (D)/(B)

研修支援金 35 2,100,000 25 1,430,000 71.4 68.1

※研修生１名あたり年６万円を交付（ただし、１年未満の場合は月割り）

イ 新規就農者への農地かけはし事業

新規就農者育成総合対策事業（就農準備資金）の交付を受けている新規就農

希望者の速やかかつ円滑な営農開始を支援するため、農地賃料を支援しました。

［新規就農者への農地かけはし事業］ （単位：件、円、％）

計 画 実 績 対 比
区 分

件 数(A) 金 額(B) 件 数(C) 金 額(D) (C)/(A) (D)/(B)

農地賃料支援金 46 1,892,000 45 1,591,478 97.8 84.1

ウ 集落営農支援事業

(ｱ) 地域まるっと中間管理方式導入支援事業

農地中間管理事業及び地域集積協力金を活用し、「地域まるっと中間管

理方式」により新たな集落営農法人の設立を目指す集落営農組織に対し、

活動支援金を交付しました。



- 5 -

［地域まるっと中間管理方式導入支援事業］ （単位：件、円、％）

計 画 実 績 対 比
区 分

件 数(A) 金 額(B) 件 数(C) 金 額(D) (C)/(A) (D)/(B)

活動支援金 3 150,000 1 50,000 33.3 33.3

(ｲ) 集落営農法人化支援事業

「地域まるっと中間管理方式の導入支援事業」により支援を受けた集落

営農組織に対し、法人化等に必要な経費の一部を支援金として交付しまし

た。

［集落営農法人化支援事業］ （単位：件、円、％）

計 画 実 績 対 比
区 分

件 数(A) 金 額(B) 件 数(C) 金 額(D) (C)/(A) (D)/(B)

集落営農法人化支援金 3 1,500,000 3 1,500,000 100.0 100.0

(2) 機構集積促進利用条件整備支援事業

農地の集積・集約化を図るため、公社を通じて農業を担う者等が借り受ける農地

について、農業を担う者等が求める簡易な利用条件整備のために必要な経費を支援

しました。

［機構集積促進利用条件整備支援事業］ （単位：件、円、％）

計 画 実 績 対 比
区 分

件 数(A) 金 額(B) 件 数(C) 金 額(D) (C)/(A) (D)/(B)

利用条件整備支援金 2 4,000,000 1 1,980,000 50.0 49.5

(3) 土地利用調整指導受託事業

県から委託を受け、土地改良区等が基盤整備事業の実施と併せて行う土地利用調

整や農地利用の集積が円滑に行われるよう、指導・助言を行いました。

［土地利用調整指導受託事業] （単位：円、％）

計 画 実 績 対 比
区 分

地区数(A) 金 額(B) 地区数(C) 金 額(D) (C)/(A) (D)/(B)

土地利用調整指導 10 4,121,000 5 2,644,400 50.0 64.2

受託事業 (1) (412,000) (0) (0) (0) (0)

※ ( )は被災12市町村の数値で内数

(4) ふくしまの恵み安全対策協議会関係業務受託事業

「ふくしまの恵み安全対策協議会」から委託を受け、米の全量全袋検査推進事業

関係業務やふくしまの恵み安全・安心推進事業業務（第三者認証ＧＡＰ取得等推進

事業関係業務を含む。）を運営しました。
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［ふくしまの恵み安全対策協議会関係業務受託事業］ （単位： 円、％）

対 比
区 分 計 画 (A) 実 績 (B)

(B)/(A)

ふくしまの恵み
安全対策協議会 3,996,000 4,039,200 101.1
関係業務受託事業

３ 新規就農を促進する事業

設置３年目のセンターにおいて、就農等に関する相談対応と併せ、就農の定着・経

営改善、法人化や円滑な経営継承等に必要な伴走支援を、関係機関・団体と一体とな

って展開しました。

また、新規就農希望者の研修活動を支援するため、就農準備資金の交付を行うとと

もに、各農林事務所に配置した就農コーディネーターにより新規就農及び営農継続に

向けて各種支援を行いました。

(1) 就農支援運営管理事業

センターの就農相談窓口に寄せられる電話や来訪者、オンラインによる相談に対

し、県の各農林事務所など関係機関・団体と連携し対応するとともに、「新・農業

人フェア」等の県内外で開催される就農相談会へ出展し、新規就農希望の相談活動

を実施しました。併せて、専用ホームページにより、新規就農に関する情報を発信

しました。

［就農相談］ （単位：回、％）

対 比
区 分 計 画 (A) 実 績 (B)

(B)/(A)

各種就農フェア出展 30 27 90.0

11 27.5ホームページ更新 40

(2) 新規就農者育成総合対策事業

就農希望者が行う就農前の研修期間(最長２年間)の所得確保を支援するため、新

規就農者育成総合対策事業の就農準備資金を交付しました。

［新規就農者育成総合対策事業］ （単位：件、円、％）

計 画 実 績 対 比
区 分

件 数(A) 金 額(B) 件 数(C) 金 額(D) (C)/(A) (D)/(B)

新規就農者育成

総合対策事業 75 112,500,000 68 98,875,000 90.7 87.9

(就農準備資金)

(3) 農業経営等支援受託事業

新規就農者等の確保・定着促進、意欲ある農業者の法人化を一貫して支援するた

め、県から委託を受け、関係団体と連携し、専属スタッフや相談窓口の設置、各種

相談会や研修会の開催、重点指導農業者等への専門家派遣等の活動を行うほか、経

営継承支援活動を重点的に展開しました。
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［農業経営等支援受託事業］ （単位： 円、％）

対 比
区 分 計 画 (A) 実 績 (B)

(B)/(A)

農業経営等支援
10,330,000 6,079,920 58.9

受託事業

(4) 就農支援資金等貸付金管理事業

就農支援資金の返還が必要となった既貸付者に対して、約定償還ほか関係業務を

実施しました。

４ 特定鉱害復旧事業

地表から50メートル以内の石炭又は亜炭鉱の採掘跡又は坑道跡の崩壊に起因する浅

所陥没等を復旧する事業を実施しました。

［特定鉱害復旧事業］ （単位：件、円、％）

計 画 実 績 対 比
区 分

件 数(A) 金 額(B) 件 数(C) 金 額(D) (C)/(A) (D)/(B)

特定鉱害復旧事業 4 9,000,000 3 1,130,866 75.0 12.6

５ 農業振興事業

農地中間管理事業、青年等の就農促進支援等に関する事業、農業の振興に関する取

組等をとりまとめた公社の広報紙「あぐりサポートニュース」を市町村、農業委員会、

その他の関係者に配布しました。

［広報誌｢あぐりサポートニュース｣の配布実績］

区 分 発 行 年 月 配 布 部 数 備 考

（配布先）

第77号 令和7年 7月 305 部 市町村、市町村農業

第78号 令和7年12月 305 部 委員会、その他関係

第79号 令和8年 3月 305 部 者
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第３ 主要会議・活動等の実績

年 月 日 事 項 開 催 場 所

4月15･16日 就農コーディネーター定例会／現地研修会 福島市、二本松市

5月 14日 農地中間管理事業実務担当者説明会 自由民主福島会館

16日 県及び農地中間管理機構と東北農政局との意見交換会 社内(ｵﾝﾗｲﾝ)

28日 地域計画及び農地中間管理事業推進調整会議 ふくしま中町会館

6月 1日 テーマから探す！移住フェア2025（移住相談会） 東京都

13日 農地中間管理事業評価委員会 自治会館

20日 （公社）全国農地保有合理化協会総会 東京都

21日 福島県出張就農相談会（第1回） 東京都

7月 2日 福島大学での就農相談会 福島大学

8･9日 就農コーディネーター定例会／現地研修会 南会津町、昭和村

13日 東北移住＆つながり大相談会（移住相談会） 東京都

15日 農林事務所と就農予定学生との懇談会（第1回） 農業短期大学校

23日 福島県業種・職種セミナー（自衛隊関連就職説明会） ビッグパレットふくしま

27日 福島くらし＆就農フェア2025（移住相談会） 東京都

8月 4日 農地中間管理機構職員全体会議、地域マネージャー・ 県庁西庁舎

市町村コーディネーター連携会議

5日 農地中間管理機構職員全体会議 県庁西庁舎

19日 就農コーディネーター定例会／研修会 三春合同庁舎

9月 15日 新・農業人フェア（新規就農相談会） 東京都

20･21日 ふるさと回帰フェア2025（移住相談会） 東京都

27日 マイナビ農林水産 FEST（新規就農相談会） 東京都

30日 東北・北海道 農地中間管理機構地方ブロック会議 秋田県秋田市

10月 12日 福島県出張就農相談会（第2回） 東京都

21日 ふくしま農業人フェア（県内新規就農相談会） はくしんイベントホール

23日 農地中間管理機構特例事業業務委託市町村説明会 社内(ｵﾝﾗｲﾝ)

29･30日 就農コーディネーター定例会／現地研修会 山形県大江町、寒河江市

11月 6日 県内農業関係団体意見交換会 ｳｴﾃﾞｨﾝｸﾞｴﾙﾃｨ

8日 福島くらし＆しごとフェア2025（移住相談会） 東京都

9日 ふくしま農業人フェア（県内新規就農相談会） 会津アピオ

16日 ふくしま農業人フェア（県内新規就農相談会） アクティおろしまち

23日 新・農業人フェア（新規就農相談会） 東京都

24日 ふくしま農業人フェア（県内新規就農相談会） ビッグパレットふくしま

25日 県及び農地中間管理機構と東北農政局との意見交換会 社内(ｵﾝﾗｲﾝ)

30日 ふくしま農業人フェア（県内新規就農相談会） いわき産業創造館

12月 4日 農林事務所と就農予定学生との懇談会（第2回） 農業短期大学校

9日 農地中間管理機構職員全体会議 県庁西庁舎

10日 地域マネージャー・市町村コーディネーター連携会議 県庁西庁舎

16･17日 就農コーディネーター定例会／現地研修会 福島市、南相馬市

17日 地域計画及び農地中間管理事業推進調整会議 書面開催

2月 5日 福島県業種・職種セミナー（自衛隊関連就職説明会） ビッグパレットふくしま

9日 南東北三県農地中間管理機構情報交換会 宮城県仙台市

13日 地域まるっと中間管理方式取組法人情報交換会 郡山商工会議所

17日 就農コーディネーター定例会／現地研修会 浅川町
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3月 1日 マイナビ農林水産 FEST（新規就農相談会） 東京都

4日 福島県業種・職種セミナー（自衛隊関連就職説明会） アクティおろしまち

8日 福島県出張就農相談会（第3回） 東京都

10日 （公社）全国農地保有合理化協会総会 東京都

19日 農地中間管理機構職員全体会議 自由民主福島会館

第４ 役職員等

前年度末現員 本年度末現員

区 分 (令和7年3月31日) (令和8年3月31日) 備 考

評 議 員 6 名 5 名

役 員 理 事 13 11

監 事 2 2

計 15 13

職 員 総務企画課 15 13

集積推進課 31 33

被災地域対策室 16 16

就農支援課 12 13

計 74 75
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第５ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則第３４条第２項の規定

に基づく、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律第９０条第４項第5号

に規定する体制（内部統制に関する基本方針）の運用状況の概要

基本方針 内 容 運用状況の概要

の事項

１ 理事及び職員の職務の ○ 公社コンプライアンス基本理念及び実践行動規範

執行が法令及び定款に に基づき職務上のあらゆる場面において、法令・規

適合することを確保す 則、契約、定款等の遵守に取り組んだ。

るための体制 ○ 重大な法令違反、その他法令及び公社諸規程違反

に該当する事実はなかった。

○ 監事監査（R7.5.26）及び中間監事監査（R7.11.18）

を実施した。

○ 定款及び諸規程等をグループウェアに掲載のうえ

周知し、法令遵守意識の徹底を図った。

２ 理事の職務の執行に係 ○ 文書取扱規程に基づき適正な保存・管理を行った。

る情報の保存及び管理 ○ 個人情報保護に関する規程に基づき適正な管理を

に関する体制 行った。

３ 損失の危険の管理に関 ○ 内部統制の基本方針に基づき内部統制の取組内容

する規程その他の体制 及びリスク管理要領を整備し、職員に周知した。

４ 理事の職務の執行が効 ○ 組織規程等に基づき職制、組織構成等を明確にし、

率的に行われることを 効率的に職務を執行した。

確保するための体制 ○ 定例理事会を３回開催し議案等の審議を行った。

・ 第１８０回理事会（R7.6.3）

令和６年度事業報告及び収支決算の承認

第５２回評議員会の招集の承認 など

・ 第１８１回理事会（R8.1.21）

特定鉱害復旧事業等基金管理規程の一部改正の

承認

債権放棄の承認

・ 第１８２回理事会（R8.3.18）

令和８年度事業計画及び収支予算の承認

諸規程の一部改正の承認 など

５ 監事の監査が実効的に ○ 定例理事会３回（R7.6.3、R8.1.21、R8.3.18）に

行われることを確保す 出席し、理事の職務執行を監視した。

るための体制 ○ 監事監査（R7.5.26）及び中間監事監査（R7.11.18）

を実施し、適正な運営を監視した。



［ 収 支 決 算 ］

（単位：円）

当年度 前年度 増　　減

1 Ⅰ　資産の部

2 　１　流動資産

3 現金預金 2,068,136,886 2,068,757,431 △ 620,545 

4 事業未収金 25,381,883 286,289 25,095,594 

5 未収金 459,200 9,600 449,600 

6 未収収益 9,704 9,862 △ 158 

7 就農支援資金貸付金 216,540 264,660 △ 48,120 

8 前払費用 324,840 211,823 113,017 

9 機構特例事業等用地 10,369,501 10,809,501 △ 440,000 

10 前払金 996,258 0 996,258 

11 　流　動　資　産　合　計 2,105,894,812 2,080,349,166 25,545,646 

12 　２　固定資産

13 　　　(1) 基本財産

14 投資有価証券 48,893,700 49,082,400 △ 188,700 

15 　　基　本　財　産　合　計 48,893,700 49,082,400 △ 188,700 

16 　　　(2) 特定資産

17 就農支援資金資産 721,943 780,826 △ 58,883 

18 経営開始支援資金資産 5,000 10,000 △ 5,000 

19 特定鉱害復旧事業等基金引当資産 55,331,184 57,341,646 △ 2,010,462 

20 退職給付引当資産 5,376,084 3,597,531 1,778,553 

21 　　特　定　資　産　合　計 61,434,211 61,730,003 △ 295,792 

22 　　　(3) その他の固定資産

23 建物附属設備 1 1 0 

24 工具器具備品 37 37 0 

25 就農支援資金長期貸付金 140,300 342,780 △ 202,480 

26 経営開始支援資金長期貸付金 1,051,900 1,168,900 △ 117,000 

27 出資金 350,000 350,000 0 

28 供託金 996,091 754,851 241,240 

29 差入保証金 80,000 80,000 0 

30 　　その他の固定資産合計 2,618,329 2,696,569 △ 78,240 

31 　　固　定　資　産　合　計 112,946,240 113,508,972 △ 562,732 

32 　　資　産　合　計 2,218,841,052 2,193,858,138 24,982,914 

第６　　貸   借 　対   照   表
令和 8年 3月31日 現在

科  　　　      目
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当年度 前年度 増　　減科  　　　      目

1 Ⅱ　負債の部

2 　１　流動負債

3 事業未払金 42,721,018 2,925,820 39,795,198 

4 未払金 23,280,306 20,253,549 3,026,757 

5 未払費用 4,882,034 4,543,633 338,401 

6 預り金 4,136,548 4,119,687 16,861 

7 前受賃借料 228,236,783 147,623,229 80,613,554 

8 一年以内返済予定長期借入金 2,452,000 2,892,000 △ 440,000 

9 250,600 310,600 △ 60,000 

10 　　流　動　負　債　合　計 305,959,289 182,668,518 123,290,771 

11 　２　固定負債

12 長期借入金 17,164,000 19,616,000 △ 2,452,000 

13 就農支援資金借入金 356,840 607,440 △ 250,600 

14 前受賃借料 1,768,207,609 1,872,714,530 △ 104,506,921 

15 退職給付引当金 5,376,084 3,597,531 1,778,553 

16 特定鉱害復旧事業等基金 59,632,284 60,905,646 △ 1,273,362 

17 就農支援貸付事業見返債務 471,343 470,226 1,117 

18 経営開始支援貸付事業見返債務 1,056,900 1,178,900 △ 122,000 

19 　　固　定　負　債　合　計 1,852,265,060 1,959,090,273 △106,825,213 

20 　　負　債　合　計 2,158,224,349 2,141,758,791 16,465,558 

21 Ⅲ　正味財産の部

22 　１　指定正味財産

23 　指定正味財産合計 48,893,700 49,082,400 △ 188,700 

24 （うち基本財産への充当額） (  48,893,700) (  49,082,400) (△ 188,700)

25 　２　一般正味財産 11,723,003 3,016,947 8,706,056 

26 　正味財産合計 60,616,703 52,099,347 8,517,356 

27 負債及び正味財産合計 2,218,841,052 2,193,858,138 24,982,914 

一年以内返済予定就農支援資金借入金
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［ 収 支 決 算 ］

（単位：円）

当年度(Ａ) 前年度(Ｂ)
増　減

(Ａ)－(Ｂ)

1 Ⅰ　一般正味財産増減の部

2 　１　経常増減の部

3 　　(1) 経常収益

4 　　　基本財産運用益 (80,580) (80,580) (0)

5 基本財産受取利息 80,580 80,580 0 

6 　　　特定資産運用益 (63,595) (60,316) (3,279)

7 特定鉱害復旧事業等基金受取利息 62,478 60,123 2,355 

8 就農支援貸付事業資金受取利息 1,117 193 924 

9 　　　農地中間管理事業等収益 (1,814,484,528) (1,498,195,401) (316,289,127)

10 用地売渡収益 267,895,197 71,379,488 196,515,709 

11 用地割賦売渡収益 450,000 4,450,000 △4,000,000 

12 用地賃借料収益 1,499,918,511 1,382,868,529 117,049,982 

13 特定農作業受委託支援事業収益 0 252,064 △252,064 

14 遊休農地解消緊急対策事業超過経費収益 2,848,000 0 2,848,000 

15 手数料収益 34,648,500 30,160,200 4,488,300 

16 土地利用調整指導受託事業収益 2,644,400 4,121,700 △1,477,300 

17 農業経営等支援受託事業収益 6,079,920 4,963,420 1,116,500 

18 　　　ふくしまの恵み安全対策協議会関係業務受託事業収益 (4,039,200) (4,280,100) (△240,900)

19 米の全量全袋検査推進事業関係業務受託事業収益 1,177,000 1,476,200 △299,200 

20 ふくしまの恵み安全・安心推進事業業務受託事業収益 2,862,200 2,803,900 58,300 

21 　　　受取補助金等 (569,903,000) (542,354,000) (27,549,000)

22 農地売買等支援事業業務費補助金 3,332,000 2,816,000 516,000 

23 農地中間管理機構運営事業補助金 315,595,000 280,446,000 35,149,000 

24 借受農地管理等事業補助金 888,000 488,000 400,000 

25 復興再生農地中間管理機構事業補助金 61,953,000 60,395,000 1,558,000 

26 遊休農地解消緊急対策事業補助金 1,235,000 0 1,235,000 

27 新規就農者育成総合対策事業補助金 105,052,000 122,975,000 △17,923,000 

28 農業者等確保総合事業補助金 48,899,000 46,442,000 2,457,000 

29 就農支援運営管理事業補助金 32,949,000 28,792,000 4,157,000 

30 　　　雑収益 (560,555) (1,848,791) (△1,288,236)

31 受取利息 454,272 83,548 370,724 

32 雑収入 106,283 1,765,243 △1,658,960 

33 (1,273,362) (5,274,173) (△4,000,811)

34 　　　経常収益計 2,390,404,820 2,052,093,361 338,311,459 

35 　　(2) 経常費用

36 　　　事業費 (2,369,925,770) (2,046,037,082) (323,888,688)

37 用地売渡原価 262,422,307 69,983,650 192,438,657 

38 用地割賦売渡原価 440,000 4,377,601 △3,937,601 

39 用地賃借料 1,499,893,949 1,382,868,529 117,025,420 

40 特定農作業受委託事業費 0 252,064 △252,064 

41 借受農地管理等事業費 571,281 292,631 278,650 

　　　特定鉱害復旧事業等基金取崩収益

第７　正味財産増減計算書

令和7年4月1日から令和8年3月31日まで

科          目
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当年度(Ａ) 前年度(Ｂ)
増　減

(Ａ)－(Ｂ)
科          目

1 遊休農地解消緊急対策事業費 4,083,000 0 4,083,000 

2 研修支援金交付費 1,430,000 2,035,000 △605,000 

3 農地賃料支援金交付費 1,591,478 892,214 699,264 

4 活動支援金交付費 1,550,000 1,700,000 △150,000 

5 利用条件整備支援金交付費 1,980,000 1,969,000 11,000 

6 就農準備資金交付費 98,875,000 107,375,000 △8,500,000 

7 特定鉱害復旧事業等費 1,130,866 5,092,498 △3,961,632 

8 農業振興事業費 99,466 94,501 4,965 

9 役員報酬 6,357,978 5,743,620 614,358 

10 給料手当 282,817,760 279,817,138 3,000,622 

11 賃金 10,234,445 9,138,702 1,095,743 

12 法定福利費 45,298,138 47,118,330 △1,820,192 

13 福利厚生費 1,294,216 1,463,901 △169,685 

14 退職給付費用 1,702,774 1,033,895 668,879 

15 旅費交通費 5,358,082 5,270,117 87,965 

16 消耗品費 8,950,649 6,833,390 2,117,259 

17 印刷製本費 2,746,040 3,034,240 △288,200 

18 通信運搬費 6,108,487 5,080,808 1,027,679 

19 支払手数料 6,171,880 5,597,849 574,031 

20 図書研修費 1,218,439 1,437,659 △219,220 

21 会議費 1,741,344 1,832,388 △91,044 

22 広告宣伝費 2,094,496 651,615 1,442,881 

23 租税公課 3,145,635 2,366,393 779,242 

24 支払負担金 5,415,003 5,211,863 203,140 

25 保険料 0 10,210 △10,210 

26 減価償却費 0 15,985 △15,985 

27 消耗什器備品費 0 43,736 △43,736 

28 賃借料 28,304,618 25,269,715 3,034,903 

29 燃料費 2,761,812 2,801,653 △39,841 

30 修繕費 602,017 150,600 451,417 

31 委託費 14,794,578 16,824,851 △2,030,273 

32 農地中間管理機構業務委託事業費 53,820,877 39,218,035 14,602,842 

33 用地管理費 261,573 252,629 8,944 

34 諸謝金 2,518,100 2,608,000 △89,900 

35 人材派遣費 1,805,016 0 1,805,016 

36 就農支援貸付事業見返債務繰入額 1,117 193 924 

37 支払利息 0 67,486 △67,486 

38 雑費 333,349 209,393 123,956 

39 　　　管理費 (4,543,144) (4,091,899) (451,245)

40 役員報酬 644,202 533,560 110,642 

41 給料手当 2,623,847 2,425,538 198,309 

42 法定福利費 454,070 516,009 △61,939 

43 福利厚生費 54,359 68,343 △13,984 

44 退職給付費用 75,779 41,051 34,728 
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当年度(Ａ) 前年度(Ｂ)
増　減

(Ａ)－(Ｂ)
科          目

1 旅費交通費 23,231 28,843 △5,612 

2 消耗品費 174,245 44,768 129,477 

3 通信運搬費 37,800 45,352 △7,552 

4 支払手数料 12,530 12,701 △171 

5 図書研修費 50,211 66,843 △16,632 

6 会議費 15,630 11,265 4,365 

7 広告宣伝費 2,024 1,870 154 

8 租税公課 285 221 64 

9 支払負担金 83,993 72,316 11,677 

10 減価償却費 0 1,484 △1,484 

11 賃借料 98,450 61,392 37,058 

12 燃料費 2,532 2,734 △202 

13 委託費 177,127 150,390 26,737 

14 雑費 12,829 7,219 5,610 

15 　　　補助金等返還金 (6,344,271) (15,928,808) (△9,584,537)

16 農地売買等支援事業業務費補助金返還金 705,000 772,000 △67,000 

17 農地中間管理機構事業補助金返還金 2,516,000 0 2,516,000 

18 借受農地管理等事業補助金返還金 279,000 95,000 184,000 

19 復興再生農地中間管理機構事業補助金返還金 139,000 85,000 54,000 

20 新規就農者育成総合対策事業補助金返還金 2,180,212 14,653,862 △12,473,650 

21 農業者等確保総合事業補助金返還金 525,059 231,918 293,141 

22 農業経営等支援受託事業返還金 0 91,028 △91,028 

23 　　　経常費用計 2,380,813,185 2,066,057,789 314,755,396 

24

25 評価損益等調整前当期経常増減額 9,591,635 △13,964,428 23,556,063 

26

27 特定資産評価損益等 △737,100 △2,034,000 1,296,900 

28 　特定鉱害復旧事業等基金引当資産評価損 △737,100 △2,034,000 1,296,900 

29 評価損益等計 △737,100 △2,034,000 1,296,900 

30

31 　　　　当期経常増減額 8,854,535 △15,998,428 24,852,963 

32

33 　２　経常外増減の部

34 　　(1) 経常外収益

35 返還交付金 3,295,000 6,335,000 △3,040,000 

36 雑収入 72,009 91,609 △19,600 

37 経常外収益計 3,367,009 6,426,609 △3,059,600 
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当年度(Ａ) 前年度(Ｂ)
増　減

(Ａ)－(Ｂ)
科          目

1 　　(2) 経常外費用

2 貸倒損失 107,918 125,806 △17,888 

3 返還交付金 3,295,000 6,335,000 △3,040,000 

4 雑費 0 18,262 △18,262 

5 特定資産売却損 112,570 0 112,570 

6 経常外費用計 3,515,488 6,479,068 △2,963,580 

7 当期経常外増減額 △148,479 △52,459 △96,020 

8

9 当期一般正味財産増減額 8,706,056 △16,050,887 24,756,943 

10 一般正味財産期首残高 3,016,947 19,067,834 △16,050,887 

11 一般正味財産期末残高 11,723,003 3,016,947 8,706,056 

12

13 Ⅱ　指定正味財産増減の部

14 　１　基本財産運用益

15 基本財産受取利息 80,580 80,580 0 

16 　２　基本財産評価損 △188,700 △1,213,800 1,025,100 

17 　３　一般正味財産への振替額

18 一般正味財産への振替額 △80,580 △80,580 0 

19

20 当期指定正味財産増減額 △188,700 △1,213,800 1,025,100 

21 指定正味財産期首残高 49,082,400 50,296,200 △1,213,800 

22 指定正味財産期末残高 48,893,700 49,082,400 △188,700 

23

24 Ⅲ　正味財産期末残高 60,616,703 52,099,347 8,517,356 
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［ 収 支 決 算 ］

（単位：円）

公益目的事業会計 法人会計 合　計

1 Ⅰ　一般正味財産増減の部

2 　１　経常増減の部

3 　　(1) 経常収益

4 　　　基本財産運用益 (80,580) (80,580)

5 基本財産受取利息 80,580 80,580 

6 　　　特定資産運用益 (63,595) (63,595)

7 特定鉱害復旧事業等基金受取利息 62,478 62,478 

8 就農支援貸付事業資金受取利息 1,117 1,117 

9 　　　農地中間管理事業等収益 (1,811,551,528) (2,933,000) (1,814,484,528)

10 用地売渡収益 267,895,197 267,895,197 

11 用地割賦売渡収益 450,000 450,000 

12 用地賃借料収益 1,499,918,511 1,499,918,511 

13 遊休農地解消緊急対策事業超過経費収益 2,848,000 2,848,000 

14 手数料収益 31,715,500 2,933,000 34,648,500 

15 土地利用調整指導受託事業収益 2,644,400 2,644,400 

16 農業経営等支援受託事業収益 6,079,920 6,079,920 

17 　　　ふくしまの恵み安全対策協議会関係業務受託事業収益 (4,039,200) (4,039,200)

18 米の全量全袋検査推進事業関係業務受託事業収益 1,177,000 1,177,000 

19 ふくしまの恵み安全・安心推進事業業務受託事業収益 2,862,200 2,862,200 

20 　　　受取補助金等 (566,261,824) (3,641,176) (569,903,000)

21 農地売買等支援事業業務費補助金 3,332,000 3,332,000 

22 農地中間管理機構運営事業補助金 312,556,332 3,038,668 315,595,000 

23 借受農地管理等事業補助金 888,000 888,000 

24 復興再生農地中間管理機構事業補助金 61,953,000 61,953,000 

25 遊休農地解消緊急対策事業補助金 1,235,000 1,235,000 

26 新規就農者育成総合対策事業補助金 105,052,000 105,052,000 

27 農業者等確保総合事業補助金 48,899,000 48,899,000 

28 就農支援運営管理事業補助金 32,346,492 602,508 32,949,000 

29 　　　雑収益 (519,915) (40,640) (560,555)

30 受取利息 413,632 40,640 454,272 

31 雑収入 106,283 106,283 

32 (1,273,362) (1,273,362)

33 　　　経常収益計 2,383,709,424 6,695,396 2,390,404,820 

34 　　(2) 経常費用

35 　　　事業費 (2,369,925,770) (2,369,925,770)

36 用地売渡原価 262,422,307 262,422,307 

37 用地割賦売渡原価 440,000 440,000 

38 用地賃借料 1,499,893,949 1,499,893,949 

39 借受農地管理等事業費 571,281 571,281 

　　　特定鉱害復旧事業等基金取崩収益

第８　正味財産増減計算書内訳表

令和7年4月1日から令和8年3月31日まで

科　　　　　目

- 17 -



公益目的事業会計 法人会計 合　計科　　　　　目

1 遊休農地解消緊急対策事業費 4,083,000 4,083,000 

2 研修支援金交付費 1,430,000 1,430,000 

3 農地賃料支援金交付費 1,591,478 1,591,478 

4 活動支援金交付費 1,550,000 1,550,000 

5 利用条件整備支援金交付費 1,980,000 1,980,000 

6 就農準備資金交付費 98,875,000 98,875,000 

7 特定鉱害復旧事業等費 1,130,866 1,130,866 

8 農業振興事業費 99,466 99,466 

9 役員報酬 6,357,978 6,357,978 

10 給料手当 282,817,760 282,817,760 

11 賃金 10,234,445 10,234,445 

12 法定福利費 45,298,138 45,298,138 

13 福利厚生費 1,294,216 1,294,216 

14 退職給付費用 1,702,774 1,702,774 

15 旅費交通費 5,358,082 5,358,082 

16 消耗品費 8,950,649 8,950,649 

17 印刷製本費 2,746,040 2,746,040 

18 通信運搬費 6,108,487 6,108,487 

19 支払手数料 6,171,880 6,171,880 

20 図書研修費 1,218,439 1,218,439 

21 会議費 1,741,344 1,741,344 

22 広告宣伝費 2,094,496 2,094,496 

23 租税公課 3,145,635 3,145,635 

24 支払負担金 5,415,003 5,415,003 

25 賃借料 28,304,618 28,304,618 

26 燃料費 2,761,812 2,761,812 

27 修繕費 602,017 602,017 

28 委託費 14,794,578 14,794,578 

29 農地中間管理機構業務委託事業費 53,820,877 53,820,877 

30 用地管理費 261,573 261,573 

31 諸謝金 2,518,100 2,518,100 

32 人材派遣費 1,805,016 1,805,016 

33 就農支援貸付事業見返債務繰入額 1,117 1,117 

34 雑費 333,349 333,349 

35 　　　管理費 (4,543,144) (4,543,144)

36 役員報酬 644,202 644,202 

37 給料手当 2,623,847 2,623,847 

38 法定福利費 454,070 454,070 

39 福利厚生費 54,359 54,359 

40 退職給付費用 75,779 75,779 

41 旅費交通費 23,231 23,231 

42 消耗品費 174,245 174,245 

43 通信運搬費 37,800 37,800 

44 支払手数料 12,530 12,530 

45 図書研修費 50,211 50,211 
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公益目的事業会計 法人会計 合　計科　　　　　目

1 会議費 15,630 15,630 

2 広告宣伝費 2,024 2,024 

3 租税公課 285 285 

4 支払負担金 83,993 83,993 

5 賃借料 98,450 98,450 

6 燃料費 2,532 2,532 

7 委託費 177,127 177,127 

8 雑費 12,829 12,829 

9 　　　補助金等返還金 (6,344,271) (6,344,271)

10 農地売買等支援事業業務費補助金返還金 705,000 705,000 

11 農地中間管理機構事業補助金返還金 2,516,000 2,516,000 

12 借受農地管理等事業補助金返還金 279,000 279,000 

13 復興再生農地中間管理機構事業補助金返還金 139,000 139,000 

14 新規就農者育成総合対策事業補助金返還金 2,180,212 2,180,212 

15 農業者等確保総合事業補助金返還金 525,059 525,059 

16 　　　経常費用計 2,376,270,041 4,543,144 2,380,813,185 

17

18 評価損益等調整前当期経常増減額 7,439,383 2,152,252 9,591,635 

19

20 特定資産評価損益等 △737,100 0 △737,100 

21 　特定鉱害復旧事業等基金引当資産評価損 △737,100 0 △737,100 

22 評価損益等計 △737,100 0 △737,100 

23

24 　　　　当期経常増減額 6,702,283 2,152,252 8,854,535 

25

26 　２　経常外増減の部

27 　　(1) 経常外収益

28 返還交付金 3,295,000 3,295,000 

29 雑収入 72,009 72,009 

30 経常外収益計 3,367,009 0 3,367,009 

31 　　(2) 経常外費用

32 貸倒損失 107,918 107,918 

33 返還交付金 3,295,000 3,295,000 

34 特定資産売却損 112,570 112,570 

35 経常外費用計 3,515,488 0 3,515,488 

36 当期経常外増減額 △148,479 0 △148,479 

37

38 当期一般正味財産増減額 6,553,804 2,152,252 8,706,056 

39 一般正味財産期首残高 △2,148,760 5,165,707 3,016,947 

40 一般正味財産期末残高 4,405,044 7,317,959 11,723,003 

41
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公益目的事業会計 法人会計 合　計科　　　　　目

1 Ⅱ　指定正味財産増減の部

2 　１　基本財産運用益

3 基本財産受取利息 0 80,580 80,580 

4 　２　基本財産評価損 0 △188,700 △188,700 

5 　３　一般正味財産への振替額

6 一般正味財産への振替額 0 △80,580 △80,580 

7

8 当期指定正味財産増減額 0 △188,700 △188,700 

9 指定正味財産期首残高 0 49,082,400 49,082,400 

10 指定正味財産期末残高 0 48,893,700 48,893,700 

11

12 Ⅲ　正味財産期末残高 4,405,044 56,211,659 60,616,703 
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第９　財務諸表に対する注記

１. 重要な会計方針

(1) 基本財産及び特定資産を含む有価証券の評価基準及び評価方法

 
(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

(3) 固定資産の減価償却の方法

(4) 引当金の計上基準

(5) 消費税等の会計処理

　 消費税の会計処理は、税込方式を採用している。

　「公益法人会計基準」（平成20年４月11日　平成21年10月16日改正　内閣府公益認定等委員会）を採
用している。

 　満期保有目的の債券並びに子会社株式及び関連会社株式以外の有価証券

 　農地中間管理機構の特例事業等により保有する販売用不動産である用地の評価は、原則として
 個別原価法に基づき取得価額としている。
　 ただし、時価が取得価額より著しく下落した場合には、時価額をもって貸借対照表価額とする。

　　 決算時の市場価格等に基づく時価法を採用している。

 　建物附属設備、工具器具備品････定額法による減価償却を実施している。

① 退職給付引当金････････････････職員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務
　　　　　　　　　　　　　　　　 及び中小企業退職共済制度の給付見込額に基づき、当期末に
　　　　　　　　　　　　　　　　 おいて発生していると認められる額を計上している。
　　　　　　　　　　　　　　　　 　なお、退職給付債務は、期末在職職員の自己都合退職要支
　　　　　　　　　　　　　　　　 給額及び中小企業退職共済制度の給付見込額に基づいて計算
　　　　　　　　　　　　　　　　 した。

                               退職給付関係
                               採用している退職給付制度の概要
　　　　　　　　　　　　　　　 　職員の退職手当に関する規程に基づき算出した退職金の額
　　　　　　　　　　　　　　 　から、中小企業退職共済制度の給付金を控除している。
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２. 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

　　基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

（単位：円）
当期末残高

48,893,700

48,893,700

721,943

5,000

55,331,184

5,376,084

61,434,211

110,327,911

３. 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

　　基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

（単位：円）
(うち負債に対
応する額)

0 0

0

0 721,943

0 5,000

0 55,331,184

5,376,084

61,434,211

61,434,211

４. 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高

　　固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

（単位：円）

　工具器具備品

減価償却累計額

1,620,149

48,893,700

科　　　　　　　　　目

基本財産

 特定鉱害復旧事業等基金引当資産

(うち一般正味財
産からの充当額)

6,389,107

1,620,150

科　　　　　　　　　目 取得価額

（その他の固定資産）

　建物附属設備

前期末残高 当期増加額 当期減少額

0

合　　　　　計

 退職給付引当資産

 就農支援資金資産

134,022

0

当期末残高

632,284

61,434,211

110,327,911

基本財産

小　　　　　計

特定資産

 経営開始支援資金資産 5,000 0

48,893,700

小　　　　　計

383,130,049

48,893,700

5,376,084

0

55,331,184 0

721,943

0

1,509,900 37

48,893,700

0

0

1

当期末残高

1,509,937

合　　　計 3,130,087

0

 退職給付引当資産

小　　　　　計

6,873,599

6,684,89961,730,003 6,389,107

(うち指定正味財産
からの充当額)

49,082,400

合　　　　　計 110,812,403

 投資有価証券

0

48,893,700

5,376,084

科　　　　　　　　　目

188,700

0

310,600251,717

3,597,531

188,700

49,082,400

129,022

2,642,746

特定資産

小　　　　　計

3,597,531

 就農支援資金資産

 経営開始支援資金資産 10,000

57,341,646

780,826

 特定鉱害復旧事業等基金引当資産

 投資有価証券
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５. 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

　　補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。

（単位：円）

補　助　金　等　の　名　称
貸借対照表上
の記載区分

補助金
　福島県農業経営・就農支援セン
　ター運営事業（運営管理事業）
　補助金
　　就農支援運営管理事業補助金

　福島県新規就農者育成総合対策
　事業補助金

　　新規就農者育成総合対策事業
　　補助金

　ふくしまの次代を担う新規就農
　者支援事業（地域を支える農業
　者等確保総合事業）補助金

　　農業者等確保総合事業補助金

　農地売買等支援事業補助金

　　農地売買等支援事業業務費補
　　助金

　福島県農地集積・集約化等対策
　事業費補助金

　　農地中間管理機構運営事業補
　　助金
　　借受農地管理等事業補助金

　福島県原子力災害被災１２市町
　村農地集積・集約化等対策事業
　費補助金

　　復興再生農地中間管理機構事
　　業補助金

　福島県農地集積・集約化等対策
　事業費補助金（遊休農地解消緊
　急対策事業）

　  福島県農地集積・集約化等対
    策事業費補助金（遊休農地解
    消緊急対策事業）

合　　　　　　計

６. 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

　　指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳は、次のとおりである。

７. 関連当事者との取引の内容
　　該当なし

1,235,000 1,235,000 0

0 1,235,000 1,235,000 0

0

0 3,332,000 3,332,000 0

0

105,052,000

合　　　　　　計 80,580

内　　          　　容 金　   　額 備　　　　　　　　　　考

経常収益への振替額

　　基本財産受取利息 80,580

61,953,000福島県 0

0

（単位：円）

0 569,903,000 569,903,000 0

0 61,953,000 61,953,000

福島県 0

3,332,000 3,332,000

福島県

0

0

0

0 316,483,000 316,483,000 0

0 315,595,000 315,595,000 0

888,000 888,000

0

61,953,000

0 105,052,000

当期末
残  高

0 32,949,000 32,949,000 0

福島県 0 32,949,000 32,949,000 0

交付者
前期末
残  高

当  期
増加額

当  期
減少額

福島県 0 105,052,000 105,052,000

0

福島県 0 48,899,000 48,899,000 0

0 48,899,000 48,899,000 0

福島県
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　１. 基本財産及び特定資産の明細

　２. 引当金の明細

（単位:円）

退職給付引当金

第10　附 属 明 細 書

　　　基本財産及び特定資産の明細については、財務諸表に対する注記にある「２. 基本財産及
　　び特定資産の増減額及びその残高」と同内容のため記載を省略する。

科　　　　　目 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高
目的使用 その他

5,376,0840

計 3,597,531

3,597,531 1,778,553 0

1,778,553 0 0 5,376,084
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（単位：円）

使用目的等 金額

（流動資産）

運転資金 16,902,672

運転資金 54,789,822

農業経営高度化促進事業の農地賃借料一括前払
の財源

1,996,444,392

用地売渡未収金 機構特例事業の用地売渡代金の未収分である 22,636,058

用地賃借料未収金 農地中間管理事業の用地賃借料の未収分である 101,425

土地利用調整指導業務
受託料未収金

土地利用調整指導業務受託料の未収分である 2,644,400

農地中間管理事業の用地賃借料に係る手数料等 459,200

未収利息 9,704

就農促進事業による就農支援資金の貸付金 216,540

GA豊田町ﾋﾞﾙ借室料外 324,840

農地中間管理機構特例事業等の農地売買事業に
おける買入農地の保有額等

10,369,501

所得税預かり金 996,258

2,105,894,812

（固定資産）

基本財産

48,893,700

大和証券福島支店

特定資産

就農支援資金借入金への償還財源 721,943

県への補助金返還財源 5,000

632,284

東邦銀行県庁支店

54,698,900

大和証券福島支店

5,376,084

東邦銀行県庁支店

その他固定資産

公益目的保有財産であり、公益目的事業を行う
事務室の間仕切り費用である

1

公益目的保有財産であり、公益目的事業を行う
事務室で使用している

37

公益目的保有財産であり、就農促進事業による
就農支援資金の貸付金である

140,300

公益目的保有財産であり、就農促進事業による
経営開始支援資金の貸付金である

1,051,900

公益目的保有財産であり、旧農地保有合理化事
業に係る債務保証事業の出資金である

350,000

公益目的保有財産であり、農地中間管理事業の
農地賃貸借事業に係る賃借料の供託金である

996,091

公益目的保有財産であり、公益目的事業を行う
書庫用事務室借入れにかかる敷金である

80,000

固定資産合計 112,946,240

　　資産合計 2,218,841,052

資金貸付相手方(3件)

職員の退職金支払いの財源として積み立ててい
る預金である

定期預金

地方債

特定鉱害復旧事業等基金
引当資産

退職給付引当資産 定期預金

差入保証金

経営開始支援資金長期貸
付金

建物附属設備

出資金

(株)グリーンアカデミー

満期保有目的の債券並びに子会社株式及び関連
会社株式以外で保有している地方債であり、特
定鉱害復旧事業の財源として使用している

特定鉱害復旧事業の運営に必要な預金であり、
運用益を特定鉱害復旧事業の財源として使用し
ている

全国農地保有合理化協会

供託金 法務省

就農支援資金長期貸付金

第11　　財    産    目    録
令和８年３月31日現在

就農支援資金貸付金

場所・物量等

機構特例事業等用地 相馬市外、884,185㎡

地方債

流動資産合計

源泉所得税還付金

満期保有目的の債券並びに子会社株式及び関連
会社株式以外で保有している地方債であり、運
用益を管理費の財源として使用している

未収金 賃貸借相手方(5件)外

投資有価証券

用地売渡相手方(18件)

賃貸借相手方(5件)

福島県

経営開始支援資金資産 ふくしま未来農業協同組合

ふくしま未来農業協同組合

ｸﾞﾘｰﾝｱｶﾃﾞﾐｰ外

貸借対照表科目

大和証券福島支店外

東邦銀行県庁支店普通預金

ふくしま未来農業協同組合

事業未収金

未収収益

前払費用

机・ﾛｯｶｰ等工具器具備品

資金貸付相手方(4件)

事務室間仕切り

前払金

就農支援資金資産 ふくしま未来農業協同組合
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使用目的等 金額場所・物量等貸借対照表科目

（流動負債）

用地買入未払金 機構特例事業の用地買入代金の未払金である 40,416,497

用地賃借料未払金 農地中間管理事業の用地賃借料の未払金である 1,173,655

特定鉱害復旧事業費未
払金

特定鉱害復旧事業に対する工事代の未払金であ
る

1,130,866

消耗品購入代外 23,280,306

超過勤務手当・社会保険料外 4,882,034

社会保険料・所得税外 4,136,548

前受賃借料 農業経営高度化促進事業の農地賃借料一括前払
の財源として使用している

228,236,783

公社の運営に要する資金の財源として使用して
いる

2,452,000

農地中間管理機構特例事業等の農地買入・借入
資金の財源として使用している

0

就農促進事業の就農支援資金貸付事業の貸付け
した財源として使用している 250,600

流動負債合計 305,959,289

（固定負債）

公社の運営に要する資金の財源として使用して
いる

17,164,000

就農促進事業の就農支援資金貸付事業の貸付け
した財源として使用している

356,840

農業経営高度化促進事業の農地賃借料一括前払
の財源として使用している

1,768,207,609

職員に対する退職金の支払いに備えたもの 5,376,084

特定鉱害復旧事業の運営に必要な財源である 59,632,284

就農促進事業の就農支援資金貸付事業に係る貸
倒償却財源の受取利息相当額を管理している

471,343

就農促進事業の経営開始支援資金貸付金見合額
として管理している

1,056,900

固定負債合計 1,852,265,060

　　負債合計 2,158,224,349

　　正味財産 60,616,703

長期借入金 福島県

ふくしま未来農業協同組合

預り金

㈱松崎外未払金

職員

いわき市外

一年以内返済予定長期借
入金

福島県

事業未払金

未払費用 職員外

賃貸借相手方(20件)

一年以内返済予定就農支
援資金借入金

全国農地保有合理化協会

福島県

用地買入相手方(38件)

ふくしま未来農業協同組合

福島県

ふくしま未来農業協同組合

独立行政法人エネルギー・
金属鉱物資源機構、福島県

職員

特定鉱害復旧事業等基金

前受賃借料

就農支援資金借入金

経営開始支援貸付事業見
返債務

就農支援貸付事業見返債
務

退職給付引当金
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［ 収 支 決 算 ］

（単位：円）

予算額(Ａ) 決算額(Ｂ)
増　減

(Ｂ)－(Ａ)

1 Ⅰ　一般正味財産増減の部

2 　１　経常増減の部

3 　　(1) 経常収益

4 　　　基本財産運用益 (80,000) (80,580) (580)

5 基本財産受取利息 80,000 80,580 580 

6 　　　特定資産運用益 (61,000) (63,595) (2,595)

7 特定鉱害復旧事業等基金受取利息 60,000 62,478 2,478 

8 就農支援貸付事業資金受取利息 1,000 1,117 117 

9 　　　農地中間管理事業等収益 (1,969,098,000) (1,814,484,528) (△154,613,472)

10 用地売渡収益 405,000,000 267,895,197 △137,104,803 

11 用地割賦売渡収益 450,000 450,000 0 

12 用地賃借料収益 1,512,874,000 1,499,918,511 △12,955,489 

13 遊休農地解消対策事業超過収入 0 2,848,000 2,848,000 

14 手数料収益 36,323,000 34,648,500 △1,674,500 

15 土地利用調整指導受託事業収益 4,121,000 2,644,400 △1,476,600 

16 農業経営等支援受託事業収益 10,330,000 6,079,920 △4,250,080 

17 　　　ふくしまの恵み安全対策協議会関係業務受託事業収益 (3,996,000) (4,039,200) (43,200)

18 米の全量全袋検査推進事業関係業務受託事業収益 1,177,000 1,177,000 0 

19 ふくしまの恵み安全・安心推進事業業務受託事業収益 2,819,000 2,862,200 43,200 

20 　　　受取補助金等 (635,643,000) (569,903,000) (△65,740,000)

21 農地売買等支援事業業務費補助金 5,640,000 3,332,000 △2,308,000 

22 農地中間管理機構運営事業補助金 352,077,000 315,595,000 △36,482,000 

23 借受農地管理等事業補助金 3,354,000 888,000 △2,466,000 

24 復興再生農地中間管理機構事業補助金 66,000,000 61,953,000 △4,047,000 

25 遊休農地解消緊急対策事業補助金 3,440,000 1,235,000 △2,205,000 

26 新規就農者育成総合対策事業補助金 118,177,000 105,052,000 △13,125,000 

27 農業者等確保総合事業補助金 54,006,000 48,899,000 △5,107,000 

28 就農支援運営管理事業補助金 32,949,000 32,949,000 0 

29 　　　雑収益 (106,000) (560,555) (454,555)

30 受取利息 6,000 454,272 448,272 

31 雑収入 100,000 106,283 6,283 

32 (9,205,000) (1,273,362) (△7,931,638)

33 　　　経常収益計 2,618,189,000 2,390,404,820 △227,784,180 

34 　　(2) 経常費用

35 　　　事業費 (2,614,288,000) (2,369,925,770) (△244,362,230)

36 用地売渡原価 400,000,000 262,422,307 △137,577,693 

37 用地割賦売渡原価 440,000 440,000 0 

38 用地賃借料 1,512,874,000 1,499,893,949 △12,980,051 

39 借受農地管理等事業費 3,354,000 571,281 △2,782,719 

40 遊休農地解消緊急対策事業費 3,440,000 4,083,000 643,000 

41 研修支援金交付費 2,100,000 1,430,000 △670,000 

　　　特定鉱害復旧事業等基金取崩収益

第12　正味財産増減計算書（予算対比）

令和7年4月1日から令和8年3月31日まで

科          目
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予算額(Ａ) 決算額(Ｂ)
増　減

(Ｂ)－(Ａ)
科          目

1 農地賃料支援金交付費 1,892,000 1,591,478 △300,522 

2 活動支援金交付費 1,650,000 1,550,000 △100,000 

3 利用条件整備支援金交付費 4,000,000 1,980,000 △2,020,000 

4 就農準備資金交付費 112,500,000 98,875,000 △13,625,000 

5 特定鉱害復旧事業等費 9,000,000 1,130,866 △7,869,134 

6 農業振興事業費 100,000 99,466 △534 

7 役員報酬 5,851,000 6,357,978 506,978 

8 給料手当 295,135,000 282,817,760 △12,317,240 

9 賃金 10,751,000 10,234,445 △516,555 

10 法定福利費 48,040,000 45,298,138 △2,741,862 

11 福利厚生費 1,828,000 1,294,216 △533,784 

12 退職給付費用 1,836,000 1,702,774 △133,226 

13 旅費交通費 11,057,000 5,358,082 △5,698,918 

14 消耗品費 8,857,000 8,950,649 93,649 

15 印刷製本費 4,278,000 2,746,040 △1,531,960 

16 通信運搬費 7,659,000 6,108,487 △1,550,513 

17 支払手数料 6,262,000 6,171,880 △90,120 

18 図書研修費 1,354,000 1,218,439 △135,561 

19 会議費 2,597,000 1,741,344 △855,656 

20 広告宣伝費 2,372,000 2,094,496 △277,504 

21 租税公課 3,973,000 3,145,635 △827,365 

22 支払負担金 5,611,000 5,415,003 △195,997 

23 消耗什器備品費 1,192,000 0 △1,192,000 

24 賃借料 32,615,000 28,304,618 △4,310,382 

25 燃料費 4,835,000 2,761,812 △2,073,188 

26 修繕費 596,000 602,017 6,017 

27 委託費 19,604,000 14,794,578 △4,809,422 

28 農地中間管理機構業務委託事業費 80,000,000 53,820,877 △26,179,123 

29 用地管理費 340,000 261,573 △78,427 

30 諸謝金 6,041,000 2,518,100 △3,522,900 

31 人材派遣費 0 1,805,016 1,805,016 

32 就農支援貸付事業見返債務繰入額 1,000 1,117 117 

33 雑費 253,000 333,349 80,349 

34 　　　管理費 (3,492,000) (4,543,144) (1,051,144)

35 役員報酬 427,000 644,202 217,202 

36 給料手当 2,034,000 2,623,847 589,847 

37 法定福利費 411,000 454,070 43,070 

38 福利厚生費 54,000 54,359 359 

39 退職給付費用 57,000 75,779 18,779 

40 旅費交通費 28,000 23,231 △4,769 

41 消耗品費 53,000 174,245 121,245 

42 通信運搬費 40,000 37,800 △2,200 

43 支払手数料 10,000 12,530 2,530 

44 図書研修費 40,000 50,211 10,211 
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予算額(Ａ) 決算額(Ｂ)
増　減

(Ｂ)－(Ａ)
科          目

1 会議費 12,000 15,630 3,630 

2 広告宣伝費 2,000 2,024 24 

3 租税公課 0 285 285 

4 支払負担金 66,000 83,993 17,993 

5 消耗什器備品費 84,000 0 △84,000 

6 賃借料 57,000 98,450 41,450 

7 燃料費 4,000 2,532 △1,468 

8 修繕費 14,000 0 △14,000 

9 委託費 92,000 177,127 85,127 

10 雑費 7,000 12,829 5,829 

11 　　　補助金等返還金 (0) (6,344,271) (6,344,271)

12 農地売買等支援事業業務費補助金返還金 0 705,000 705,000 

13 農地中間管理機構事業補助金返還金 0 2,516,000 2,516,000 

14 借受農地管理等事業補助金返還金 0 279,000 279,000 

15 復興再生農地中間管理機構事業補助金返還金 0 139,000 139,000 

16 新規就農者育成総合対策事業補助金返還金 0 2,180,212 2,180,212 

17 農業者等確保総合事業補助金返還金 0 525,059 525,059 

18 　　　経常費用計 2,617,780,000 2,380,813,185 △236,966,815 

19

20 評価損益等調整前当期経常増減額 409,000 9,591,635 9,182,635 

22

23 特定資産評価損益等 0 △737,100 △737,100 

24 　特定鉱害復旧事業等基金引当資産評価損 0 △737,100 △737,100 

26 評価損益等計 0 △737,100 △737,100 

27

28 　　　　当期経常増減額 409,000 8,854,535 8,445,535 

29

30 　２　経常外増減の部

31 　　(1) 経常外収益

32 返還交付金 0 3,295,000 3,295,000 

34 雑収入 300,000 72,009 △227,991 

35 経常外収益計 300,000 3,367,009 3,067,009 

36 　　(2) 経常外費用

37 貸倒損失 0 107,918 107,918 

38 返還交付金 0 3,295,000 3,295,000 

39 特定資産売却損 0 112,570 112,570 

40 経常外費用計 0 3,515,488 3,515,488 

41 当期経常外増減額 300,000 △148,479 △448,479 
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予算額(Ａ) 決算額(Ｂ)
増　減

(Ｂ)－(Ａ)
科          目

1

2 当期一般正味財産増減額 709,000 8,706,056 7,997,056 

3 一般正味財産期首残高 17,643,388 3,016,947 △14,626,441 

4 一般正味財産期末残高 18,352,388 11,723,003 △6,629,385 

5 Ⅱ　指定正味財産増減の部

6 　１　基本財産運用益

7 基本財産受取利息 80,000 80,580 580 

8 　２　基本財産評価損 0 △188,700 △188,700 

9 　３　一般正味財産への振替額

10 一般正味財産への振替額 △80,000 △80,580 △80,580 

11

12 当期指定正味財産増減額 0 △188,700 △188,700 

13 指定正味財産期首残高 50,296,200 49,082,400 △1,213,800 

14 指定正味財産期末残高 50,296,200 48,893,700 △1,402,500 

15

16 Ⅲ　正味財産期末残高 68,648,588 60,616,703 △8,031,885 

17
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